
― 131 ―

来店回数による顧客分類に基づく百貨店顧客の客単価形成の解析

来店回数による顧客分類に基づく

百貨店顧客の客単価形成の解析

山　田　浩　喜

概　要

　本研究の目的は、百貨店顧客の客単価形成に対して慣性的行動（商品ロイヤルティ・ストア

ロイヤルティ）およびマーケティング施策（DM・イベント）がどのように影響を与えるかを

モデル化によって解明することである。2 年間の来店回数を比較し、来店回数が増加する顧客、

来店回数が維持されている顧客、来店回数が減少する顧客に分類し、慣性的行動やマーケティ

ング施策の影響度合の傾向を把握する。モデルには階層ベイズ回帰モデルを用いる。また、慣

性的行動のモデル化では Guadagni and Little（1983）を援用し、マーケティング施策の DM には

商品およびポイント・特典を告知する DM を、イベントには定期イベント、企画イベント、ク

リアランスセールを変数として用いる。実証分析の結果から、百貨店顧客の客単価を高め得る

マーケティング施策の高度化に関する知見を抽出する。

１．はじめに

　小売店舗には、日々顧客の ID 付 POS データ（購買履歴データ）が蓄積されている。ID

付 POS データには、「誰が」、「いつ」、「何を」、「いくつ」、「いくらで」購買したかが記録

されている。小売店舗では、ID 付 POS データを分析するために RFM 分析を用いること

が多い。RFM 分析とは、顧客の購買実績を、直近購入時期（R：Recency）、一定期間購入

頻度（F：Frequency）、購入金額（M：Monetary）の 3 変数で得点化し、顧客を分析する手

法である。RFM 分析結果から、得点上位の者には優先してマーケティング施策を展開する。

しかし、RFM 分析は顧客を分類しているに過ぎず、当該分析では顧客の購買特性や影響

を与えるマーケティング施策を解明することはできない。ID 付 POS データからマーケティ

ング施策に関する有益な情報を抽出することが小売実務ではもとめられている。また、最

近では学術的にも ID 付 POS データをはじめとする消費者の購買行動履歴を用いた研究

が進められている（Bell, Ho and Tang, 1998；Bell and Lattin, 1998；Bodagni and Srinivasan, 

2001；Fox, Montgomery and Lodish, 2004；Rhee and Bell, 2002；Briesch, Chintagunta and 

Fox, 2009；山田・佐藤 , 2016；山田・佐藤 , 2020）。

　消費者の購買行動は、顕在変数間の抽出のみで解明できるものではないという認識が重

要になっている（佐藤 , 2018）。これは、消費者行動に内在する情報（潜在的要因）を考
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慮しなければ ID 付 POS データの解明には不十分であることを意味する。消費者の購買行

動の特徴的な概念に慣性行動がある（Jeuland, 1979）。慣性行動とは、過去の商品購買時

の満足度やブランドスイッチする際に生じる心理的コストなどが作用して、習慣的に同じ

ブランドを購買するといった行動を指す。Guadagni and Little（1983）、Gupta（1988）は、

消費者のブランド選択行動のモデルの中に、マーケティング・ミックス変数に加えてブラ

ンド購買の習慣性をロイヤルティ変数として定義し組み入れている。しかし、百貨店で販

売する商品は多岐にわたる。百貨店店舗の実務担当者の関心事は、特定の商品カテゴリー

におけるブランドの慣性的購買ではなく、全商品カテゴリーにおける特定の商品カテゴ

リーの習慣的購買である。

　本稿では、階層ベイズ回帰モデルの枠組みで客単価の形成メカニズムをモデル化する。

実際には、顧客を来店回数の増加顧客、減少顧客および維持顧客に事前に分類し、それぞ

れで客単価の形成メカニズムを評価する。最終的に、顧客グループ間でモデルの推定結果

を比較し、マーケティング的意味を議論する。モデルの推定にはマルコフ連鎖モンテカル

ロ法（MCMC）を用いる。客単価は、百貨店のマーケティング活動に加え、前述した顧

客自身の慣性行動が影響し規定されると仮定する。百貨店のマーケティング活動として

は、顧客ごとに異なる商品やポイント・特典を告知する DM 枚数と顧客間で共通のイベ

ント催事やクリアランスセールの実施の有無を採用する。また、顧客自身の慣性行動とし

てストアロイヤルティと商品カテゴリーに対するロイヤルティを変数として導入する。ロ

イヤルティ変数のモデル化は後述する。さらに、階層モデルに顧客属性を組み込むことで、

マーケティング活動や慣性行動と顧客属性との関係を明らかにする。

　本稿の残りの部分は次のように構成する。第 2 節では分析データ、第 3 節では提案モデ

ルの詳細を示す。第４節では第３節で提案したモデルを実際の ID 付 POS データへ適用し

た結果を示し、百貨店マーケティング高度化のための示唆を抽出する。第５節はまとめと

今後の課題である。

２．分析データ

　　２．１　データ

　本稿では、名古屋地区にある A 百貨店の ID 付 POS データとコーザルデータとして各

顧客に送付した内容（最寄品・買回品・専門品、ポイント・特典）毎の DM 枚数、イベ

ント催事毎の開催の有無および各顧客のデモグラフィックデータを用いた。はじめに A

百貨店の総顧客数 222,148 名の内、2008 年４月１日～ 2010 年３月 31 日（対象期間）の

間の店舗総売上の 80％を構成する優良顧客 50,697 名（全顧客数の 22.8％）を抽出した。

つぎに、2008 年度（2008 年４月１日～ 2009 年３月 31 日）と 2009 年度（2009 年４月１
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日～ 2010 年３月 31 日）のそれぞれで２回以上来店している顧客から 5,000 名をランダム

に抽出した。本研究では、抽出した顧客を分類したうえで、2009 年度のデータのみを用

いて客単価形成メカニズムを評価する。

　　２．２　顧客分類

　本小節には顧客の分類結果を示す。顧客分類はＡ百貨店に来店する前述の優良顧客5,000

名を、対 2008 年度 2009 年度来店回数変動率を用いて３つの顧客タイプに分類する。百貨

店顧客の意思決定は、来店前に購買を意図している（計画購買率が高く非計画購買率が低

い）ことが多いといわれる（山田・佐藤 , 2016）。中山・鶴見（2007）では百貨店の婦人

衣料の非計画購買率が 21.2％、青木（1989）では大型スーパーマーケットの非計画購買

率が 82.2% であると示している。百貨店の主たる取扱商品は衣料品などのいわゆる買回り

品であることから、百貨店顧客の計画購買率の高さ（非計画購買率の低さ）を示唆してい

る。購買と来店を同一行動とし、2008 年度と 2009 年度の来店回数を比較した場合、20%

程度の増減は意図したものではなく偶発的に発生したものであると仮定する。ここで変動

率が 20％範囲内の顧客を来店維持顧客と位置付ける。一方、2008 年度と比較して 2009 年

度の来店回数が 120％を超えて増加した顧客を来店増加顧客、80％未満の顧客を来店減少

顧客と定義する（図１）。

　分類の結果、来店増加顧客（１グループ）が 1,443 名、来店維持顧客（２グループ）が 1,761

名、来店減少顧客（３グループ）が 1,796 名となった。図２には、各グループの 2009 年

度客単価の分布を示した。図中、箱の枠は第 1 四分位点から第 3 四分位点、頂上と底は

それぞれ 95％分位点、５％分位点を示し、底辺に分布しているほど客単価が小さい。相

対的に、来店増加顧客の客単価（平均値 13,136 円）が最も高く、来店減少顧客（平均値

11,847 円）、来店維持顧客（平均値 10,226 円）の客単価が続く。

120%

80% 120

80%

120%

80%

図１　来店回数の変動による顧客分類
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図２　顧客グループ毎の客単価分布

３．モデル

　　３．１　個体内モデル

　本稿では、ID 付 POS データ、コーザルデータ及 び各顧客のデモグラフィックデー

タを用いて、顧客の客単価形成のメカニズムをモデル化する。２．２節で示した顧客グ

ループ の客単価には、顧客のストアロイヤルティと商品毎（最寄品・買回

品・専門品）のロイヤルティといった慣性行動、商品毎（最寄品・買回品・専門品）及

びポイント・特典のダイレクトメール、イベント催事（定期イベント：お中元・お歳

暮，企画イベント：文化的催事・北海道展などの物産展，クリアランスセール）が影響

すると仮定し、それら変数間のメカニズムを回帰モデルの枠組みで表現する。以降では、

 単位は月 は顧客、時点をそれぞれ示す。（1）式は顧客 

の時点 での客単価の対数  に関するモデルを示す。

　　(1)

　 はストアロイヤルティ、 は、最寄品ロイヤルティ、買回

品ロイヤルティ、専門品ロイヤルティをそれぞれ示す。

　 は顧客グループ  の顧客  の説明変数に対する反応係数である。（2）

式は、第  グループの全体尤度を示す。以降で  は転置を示す。
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　　　　　　　　(2)

　ただし、 , で

ある。なお、 、 、 である。

　　３．２　ロイヤルティの構造モデル

　本小節には、ストアロイヤルティ変数、商品（最寄品・買回品・専門品）ロイヤルティ

変数のモデルを示す。当該モデルは、Guadagni and Little（1983）のロイヤルティ変数のモ

デルを援用して定式化する。（3）式、（4）式、（5）式および（6）式は、第  月の顧客  

のストアロイヤルティ、商品（最寄品・買回品・専門品）のロイヤルティのモデルをそれ

ぞれ示す。

　　　　　　　   (3)

　　　　　　 (4)

　　　　　　 (5)

　　　　　　(6)

　 、 、 、 はそれぞれロイヤルティの更新の程度を決める平滑化パラメータであ

る。  は顧客  が時点  に店舗に訪問した回数、 、 、および は、

顧客  が時点  に最寄品、買回品、および専門品を購買した回数を示す。

　（3）式、（4）式、（5）式、および（6）式に示したモデルにより、ストアロイヤルティ変数、

商品（最寄品・買回品・専門品）ロイヤルティ変数の形成メカニズムが消費者ごとに評価

できる。これらのモデルと（1）式に示した反応パラメータ を同時に勘案すれば、既存

顧客の客単価を高め得るきめの細かい知見を獲得できる。

　

　　３．３　階層モデル

　本小節には、階層モデルを示す。階層モデルは、消費者ごとに異質なパラメータの背後

に仮定する共通性にメカニズムを示すモデルであり、（7）式がそれを定式化した結果であ

る。 は階層モデルの説明変数ベクトルである（表１）。

　　　　　　　　　　　(7)
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　 は第  グループの全顧客共通の係数行列（12 行× 8 列）を、 は（12 行× 1 列）

の誤差項ベクトルを、  はその分散共分散行列（12 行× 12 列）を示す。

　 と同様に 、 、 、 にも階層モデルを仮定する。これらのパラメータの階層

モデルは を例にとって示せば、 を被説明変数とする。

は全顧客共通の係数（1 行× 8 列）である。 は誤差項（スカラー）を、 はその

分散を示す。

　　　　　　　　　　　(8)

、 、 においても同様の構造を仮定し、係数を 、 、 、分散を 、 、

とおく。

表１　階層モデルで用いられる顧客属性

1iz

2iz

3iz

4iz

5iz

6iz

7iz

　　３．４　概念モデルと推定方法

　図３には、３．１節から３．３節に示した提案モデルの概念モデルを示す。個体内モデル

の説明変数の一部  が構造化されている点が本モデルの特

徴的な部分である。 、  および 、 、 の発生にはギブスサン

プラーを、ストア・商品ロイヤルティの構造モデルの平滑化パラメータ 、 、 、

の発生にはランダムウォーク・メトロポリス・ヘイスティング・サンプラーを用いる。なお、

MCMC の繰り返し回数は 100,000 回とし、はじめの 50,000 回をバーンイン期間として設

定した。アルゴリズムの詳細は付録を参照のこと。
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図３　概念モデル
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４．分析結果

　本節には、来店増加顧客グループ 、来店維持顧客グループ 、来

店減少グループ ごとのモデル推定結果を示す。

　　４．１　回帰係数の検証

　　４．１．１　来店増加顧客グループの反応パラメータの検証

　表２は、来店増加顧客グループ  における個人ごとの反応パラメータ の事

後統計量の算定結果である。表に示す事後平均は顧客全体の平均値であり、有意顧客比率

は各顧客グループに占める有意である顧客数の割合である（以降、同様）。有意性検定に関

しては、擬似 t- 値（事後平均÷事後標準偏差）を算定し、５％の有意水準で有意性を判断

した（|t －値 |>1.96 ならば有意、それ以外は非有意と判断）。事後平均と有意構成比を見る

と、ストアロイヤルティ（慣習的来店行動）（事後平均：1.140）、専門品ロイヤルティ（専

門品傾斜購買）（同：0.507）、ポイント・特典 DM（同：0.235）、クリアランスセール（同：

0.199）が客単価に正の影響を与えていることを表している。しかし、最寄品ロイヤルティ

（最寄品傾斜購買）（同：-0.153）、買回品ロイヤルティ（買回品傾斜購買）（同：-0.247）は

客単価に負の影響を与えている。これは、当該顧客グループでは最寄品ロイヤルティと買

回品ロイヤルティの高い顧客ほど客単価が低い傾向にあることを意味する。百貨店顧客は、

広く品揃えされた商品を一通り均等に購買するというよりも、特定の商品カテゴリーを傾

斜的に購買する傾向にあり、上記の結果はそれを反映したものである。複数階への回遊促

進施策であるイベント催事は来店増加顧客グループの客単価には大きな影響を与えていな

い。

　図 4 には、顧客ごとの反応パラメータ がどのような範囲で分布しているかを示した。

前段に示した通り、ストアロイヤルティ、専門品ロイヤルティが客単価に正の影響を有し

ている。ポイント・特典 DM、クリアランスセールは、客単価に正の影響を与えているが、

その影響度合は低く顧客間の散らばりも少ない。

表２　来店増加顧客グループの反応パラメータの推定値
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図４　来店増加顧客グループの反応パラメータの分布

　　４．１．２　来店維持顧客グループの反応パラメータの検証

　表 3 は、来店顧客維持グループ  における個人ごとの反応パラメータ  の

事後統計量の算定結果である。事後平均と有意構成比を見ると、専門品ロイヤルティ（事

後平均：1.601）、最寄品ロイヤルティ（同：0.707）が客単価に正の影響を与えている。

ダイレクトメールでは買回品 DM（同：0.305）が、イベント催事では定期イベント（同：0.364）

が客単価に正の影響を与えている。これらの結果から、来店維持グループは、定期的に専

門品、最寄品を購買する顧客グループだとわかる。また、ダイレクトメールでは、『ポイ

ント・特典』の告知や最寄品、専門品を告知することは有効ではなく、『お中元やお歳暮』

のような定期イベントが客単価に影響している。

　図 5 には反応パラメータ  の個人ごとの事後平均の分布状況を示した。専門品ロイヤ

ルティ、最寄品ロイヤルティが客単価に影響を与えることを示唆している。また、定期イ

ベントが影響しているものの、ダイレクトメールや他のイベント催事との影響度の差は小

さい。

表３　来店維持顧客グループの反応パラメータの推定値

　　４．1．３来店減少顧客グループの反応パラメータの検証

　表 4 は、来店減少顧客グループ  における個人ごとの反応パラメータ  の

事後統計量の算定結果である。事後平均と有意構成比を見ると、ストアロイヤルティ（事
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図５　来店維持顧客グループの反応パラメータの分布

後平均：1.401）、専門品ロイヤルティ（同：0.868）が客単価に正の影響を与えている。

ダイレクトメールでは専門品 DM（同：0.116）、イベント催事では定期イベント（同：0.130）

が正の影響を与えている。

　図６には、反応パラメータ  の個人ごとの事後平均の分布状況を示した。前述の通り、

ストアロイヤルティ、専門品ロイヤルティが客単価に影響することを示している。しかし、

それ以外は 0 付近で分布し、散らばりも小さい。

　　４．２　平滑化パラメータの検証

　表 5 には、ストアロイヤルティ 、最寄品ロイヤルティ 、買回品ロイヤルティ  、専門

品ロイヤルティ  の平滑化パラメータの事後平均と全体に対する有意であった顧客の構

成比を示した。

　表に示す事後平均は、顧客全体の平均値であり、有意構成比率は各顧客グループに占め

る有意である顧客数の割合である。買回品ロイヤルティや専門品ロイヤルティは、ストア

ロイヤルティや最寄品ロイヤルティよりもロイヤルティの形成に１期前購買回数（直前の

購買経験）の影響を受けない。なお、顧客グループ間の事後平均の傾向については後述する。

表４　来店減少顧客グループの反応パラメータの推定値
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図６　来店減少顧客グループの反応パラメータの分布

表５　平滑化パラメータの推定値

　　４．３　階層モデルの検証

　本節には、階層モデルにおける回帰係数  の事後平均を示す。回帰係数の推定値を検

証すれば消費者反応の形成メカニズムが評価できる。

　表 6 および図 7 は、来店増加顧客グループの階層モデルの推定結果である。店舗間距離

に着目すると、店舗間距離が長くなるとストアロイヤルティの反応が高くなる（0.188）。

外商扱いの顧客になると、クリアランスセールの反応が低くなる（-0.205）。土日祝日来

店割合の高い顧客になると、ストアロイヤルティに正の影響（1.238）を与えるのに対し、

専門品ロイヤルティに負の影響（-0.829）を与える。16 時以降来店する顧客は専門品ロイ

ヤルティの反応が低くなり（-1.118）、食品購買金額比率の低い顧客はストアロイヤルティ

の反応（-0.921）、ポイント・特典 DM の反応が低くなる（-0.266）。
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表６　来店増加顧客グループの共通性パラメータの推定値

-0.829

-1.118

1.238

-0.266

0.188

-0.921

-0.205

図７　来店増加顧客グループの反応パラメータと共通性パラメータ

　表 7 および図 8 は、来店維持顧客グループの階層モデルの推定結果である。性別に着目

すると、男性顧客になると最寄品ロイヤルティや専門品ロイヤルティの反応が大きくな

る（-0.928，-0.967）。また、土日祝日来店割合の高い顧客は、最寄品ロイヤルティ、買回

品ロイヤルティ、専門品ロイヤルティおよび買回品 DM の反応が高くなる（0.913，1.825，

1.865，0.363）。

　表 8 および図 9 は、来店減少顧客グループの階層モデルの推定結果である。店舗間距離

に着目すると、店舗間距離が長くなるとストアロイヤルティや専門品ロイヤルティ、最

寄品 DM への反応が高くなる（0.286，0.256，0.049）。土日祝日来店割合の高い顧客は、

ストアロイヤルティや買回品ロイヤルティ、定期イベントへの反応が大きくなる（1.166，

0.554，0.092）。食品購買金額割合の高い顧客は、ストアロイヤルティ、企画イベントの

反応が低くなる（-1.456，-0.152）一方で最寄品ロイヤルティの反応が高くなる（0.783）。

　ここでは、紙幅の都合上、反応パラメータ  の階層モデルにおける回帰係数 の有意

性検証結果だけを取り上げた。平滑化パラメータの階層モデルにおける回帰係数

についても有意性検証結果を用いることによって同様の評価が可能である。
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表７　来店維持顧客グループの共通性パラメータの推定値

-0.928

0.913 1.865

0.015

-0.967

-2.232

図８　来店維持顧客グループの反応パラメータと共通性パラメータ

表８　来店減少顧客グループの共通性パラメータの推定値
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0.256

0.286

0.880

-0.714

-0.559

1.166

-0.553

-1.456

図９　来店減少顧客グループの反応パラメータと共通性パラメータ

　　４．４　グループ間の推計結果の比較

　表 9 には、グループ間で客単価に影響を与える反応パラメータとそれらを形成する消費

者属性を整理した。来店回数の増加や減少のように来店回数に変動がある顧客は、ストア

ロイヤルティの高まりが客単価増加に影響を与える。また、来店増加顧客、来店減少顧客

の顧客属性を見ると、ともに遠隔地に居住、土日祝日来店、非食品を購買する顧客はスト

アロイヤルティの反応が高くなる。最寄品ロイヤルティが客単価に影響するのは、男性

で土日祝日来店する来店維持顧客のみである。買回品ロイヤルティはいずれの顧客グルー

プにおいても客単価に影響を与えていない。一方、専門品ロイヤルティは、すべての顧客

グループで客単価に正の影響を与えている。ただし、専門品ロイヤルティを形成する顧客

属性は、グループ間で異なる。来店増加顧客においては平日来店、日中来店する顧客が、

来店維持顧客においては男性、土日祝日来店、非食品を購買する顧客が、来店減少顧客に

おいては女性、遠隔地に居住する顧客が、専門品ロイヤルティの反応が高くなる。また、

来店増加顧客、来店維持顧客は、マーケティング施策が客単価に影響するが、来店減少顧

客には影響しない。

表 9　推定結果の比較

07（山田浩喜02）.indd   14307（山田浩喜02）.indd   143 2021/02/24   11:14:142021/02/24   11:14:14



― 144 ―

Review of Economics and Information Studies Vol.21　March 2021

 

1 1

1 1

図 10　ロイヤルティの形成
（左：来店増加 , 来店維持顧客グループ，右：来店減少顧客グループ）

　図 10 には、表 5 の平滑化パラメータをもとに、ロイヤルティの構造を示した。来店増

加顧客、来店維持顧客のストアロイヤルティの事後平均は、1 期前のストアロイヤルティ

（習慣性）のほうが 1 期前の来店回数よりも大きく影響してロイヤルティが形成されてい

る。最寄品ロイヤルティ、買回品ロイヤルティ、専門品ロイヤルティも同様の傾向である。

しかし、来店減少顧客グループのストアロイヤルティの事後平均を見ると、1 期前のスト

アロイヤルティと 1 期前の来店回数が同程度影響してロイヤルティが形成されている。最

寄品ロイヤルティ、買回品ロイヤルティ、専門品ロイヤルティにおいても来店増加顧客や

来店維持顧客よりも来店減少顧客はロイヤルティの形成に 1 期前ロイヤルティ（習慣性）

の影響度合が低い。

　　４．５　マーケティング施策への示唆

　４．１節に示したように、Ａ百貨店の優良顧客のうち、来店増加傾向にある顧客の客単

価には、ストアロイヤルティや専門品ロイヤルティ、マーケティング施策ではポイント・

特典 DM、クリアランスセールが正の影響を与える。本小節では、顧客タイプごとに客単

価を上げるのに有効なマーケティング施策に焦点をあてて議論を進める。

 

 

120%

80% 120

80%

図 11　マーケティング施策の視点
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　既存顧客の顧客シェアを拡大するのに用いられる活動には、クロスセリング戦略、アッ

プセリング戦略、そしてチャネル管理戦略がある（Kamakura, Mela, Ansari, Bodapati, Fader, 

Iyengar, Naik, Neslin, Sun, Verhoef, Wedel, and Wilcox, 2005）。クロスセリングとは、顧客が

複数のカテゴリーをまたいで購買する、いわゆる買い回り行動を示す言葉である。クロス

セリング戦略では、買い回り行動を促進させることで顧客シェア拡大を狙う。アップセリ

ング戦略では、顧客の希望する製品やサービスよりも高級または高価格のものを購入して

もらうことを狙っている。すなわち、少しでも高い製品、高級なサービスの需要を喚起し、

客単価を高めるための戦略である。チャネル管理戦略は、顧客の需要を喚起するために、

異なるチャネルに顧客を誘導することを狙った戦略である。これらの戦略に照らして客単

価を高めるマーケティング施策を考察する。

　Ａ百貨店の来店増加顧客のうち、土日祝日に来店し、店舗間距離が長くなり、非食品を

購買するようになると、ストアロイヤルティが客単価に正の影響を与える。そのため、顧

客の嗜好を把握した上で商品提案や接客販売を行い、ストアロイヤルティを高めることが

必要である。平日および日中に来店するようになると、専門品ロイヤルティが客単価を高

める。これら顧客の専門品ロイヤルティを高めるためには、平日限定のブランド品イベン

トやブランド品を複数提案する（クロスセリング戦略）、高価格帯商品を提案する（アッ

プセリング戦略）販売体制をとることが必要である。また、非食品を購買するようになる

と、ポイント・特典 DM が客単価に影響を与えるため、前述のストアロイヤルティや専

門品ロイヤルティを高める施策を促進するのに有効である。外商以外の顧客になると、ク

リアランスセールが客単価に正の影響を与える。クリアランスセールで買回品や専門品を

買い回ってもらうようにクーポン券等を用いたクロスセリング戦略がもとめられる。

　来店維持顧客のうち、男性で土日に来店するようになると、最寄品ロイヤルティが客単

価を高め、男性で土日に来店し、非食品を購買する傾向が高くなると、専門品ロイヤルティ

が客単価に正の影響を与える。土日に来店する男性顧客にはクーポン券等を用いて食品売

場を買い回ってもらうクロスセリング戦略、土日に来店する男性顧客のうち、食品購買金

額の低い顧客には専門品を買い回ってもらうように土日限定のブランド品イベントやク

ロスセリング戦略、アップセリング戦略が有効な戦略となり得る。また、年齢が高くなる

と定期イベントが客単価に影響を与えるため、高年齢の顧客にはお中元・お歳暮の案内を

行うことが必要である。

　来店減少顧客のうち、土日祝日に来店し、店舗間距離が長くなり、非食品を購買するよ

うになると、ストアロイヤルティが客単価に正の影響を与える。これら顧客には、嗜好に

合った商品提案や接客販売を行い、ストアロイヤルティを高めなければならない。ただし、

来店減少顧客は、ロイヤルティに直前の購買経験が大きく影響するため、その都度の接客

販売に不満足を与えないようにする必要がある。また、女性顧客で店舗間距離が長くなる

と、専門品ロイヤルティが客単価を高める。これら顧客には、ブランド品を複数提案する

07（山田浩喜02）.indd   14507（山田浩喜02）.indd   145 2021/02/24   11:14:152021/02/24   11:14:15



― 146 ―

Review of Economics and Information Studies Vol.21　March 2021

（クロスセリング戦略）、高価格帯商品を提案する（アップセリング戦略）販売体制が有効

な戦略となり得る。なお、このタイプの顧客は来店自体が困難になっている可能性もある

ため、店舗だけではなくインターネットなど異なるチャネルを用いて販売を促進するチャ

ネル管理戦略も有効である。

　顧客タイプごとに客単価向上を促進するのに有効なマーケティング施策を考察した。百

貨店を利用する消費者はスーパーマーケットを利用する消費者と比較して、来店前に購買

を意図する計画購買率が高い（中山・鶴見，2007）。そのため、スーパーマーケットでは、

サンプリング、試演、ディスプレイ等の店舗内マーケティングが消費者の購買を促進して

いるのに対し、百貨店では、ダイレクトメールのような店舗外マーケティングが消費者の

購買を促進すると考えられる。そのため、客単価を高めるのに店舗外マーケティングを中

心に議論した。マーケティング戦略を考察する上で重要な点なので言及しておく。
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５．まとめと今後の課題

　本稿では、百貨店で蓄積された ID 付 POS データを用いて、顧客を 3 つのグループに分

類し、その後客単価の形成メカニズムを明らかにするために、階層ベイズ回帰モデルの枠

組で客単価形成をモデル化し、検証を行った。客単価の形成メカニズムを、顧客のストア

ロイヤルティ、最寄品・買回品・専門品ロイヤルティ、百貨店のマーケティング施策（ダ

イレクトメールとイベント催事）が影響を与えると仮定し、モデル化した。モデルの推定

には、マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）を採用した。実証分析の結果から、４．５

節に示したマーケティング施策への示唆が得られている。

　これらのことによって、百貨店顧客特有の客単価のメカニズムを明らかにすることがで

きた。来店回数を考慮しながら既存顧客の客単価向上を促進すれば、最終的に購買金額を

高めることができる。本稿で示したように、顧客がどのマーケティング施策を重要視する

のか、どのような属性要素をつかっているかを把握してマーケティング施策を立てること

は、顧客シェアの促進のために重要である。

　本稿には次の 2 点の課題が残されている。1 つ目の課題は、顧客の行動に影響を与える

状況要因を考慮していないことである。たとえば当該百貨店には、補充的な買い物で来る

のか、主要な買い物で来るのかの状況によって、客単価に影響する要因やマーケティング

施策が異なると考えられる。今後はこのような顧客の状況要因を考慮したモデルの提案が

必要である。2 つ目の課題は、データとモデル化に関連することである。本稿では月単位

のデータを用いているため、マーケティング活動の細かい評価ができていない。たとえば

月初に出された DM と月末に出された DM は同じ月に送付された DM として評価してい

る。イベント変数においても同様である。これらの課題に対応するためには、月別よりも

細かい日別や週別のデータを用いて検証する、データの粒度にあったモデル化がもとめら

れる。
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付　録

（推定のアルゴリズム）

１．事前分布

パラメータ の事前分布を下記の通り設定する．

階層モデル の係数パラメータ 、分散共分散行列 は、多変量正

規分布、逆ウィシャート分布をそれぞれ設定する。

ここで

ここで ， は個体内モデル， は階層モデルの説明変数の数を示す。

階層モデル の係数パラメータ 、分散共分散行列 は、正規分布、

逆ガンマ分布をそれぞれ設定する。

ここで ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ここで

２．モデルの推定

（1） ：ギブスサンプリング

　　　　　　　　　　　(A1)

ここで

　　　　　　　　　　　　(A2)
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ここで 

（2） ：メトロポリス―ヘイスティング

　　　　　　　　　　(A3)

　　　　　　　(A4)

 は繰り返しの回数である。 ， ， においても上記と同様に推定される。

（3） ：ギブスサンプリング

 　　　　　　　　　(A5)

ここで ， ，

は ， は を顧客全体でまとめ転置させた行列である。

　　　　　　　　　　　(A6)

ここで ， ， は顧客グループ の顧客数

（4） ：ギブスサンプリング

　　　　　　　　　　(A7)

ここで ，

　　　　　　　　　　　　(A8)

ここで ，

 ，  ，  ，  ，  ，  においても上記と同様に推定される。
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